
第 2回北区まちづくり懇話会の補足説明について 

 

１ ゆうゆうバスの導入について 

（1） ゆうゆうバス（区バス）導入の経緯 

平成 22 年 5 月 31 日の熊本市政令指定都市推進本部において、政令指定都市移行後は市域を

5 つの行政区に区画することとし、その際「行政区設置に当たって実現すべき事項」として、平成 24

年 4月から行政が主体となって「区バス」の運営が出来るよう取組を進めるとされた。 

 

（2） ゆうゆうバス（区バス）導入の目的 

① 住民の区役所等へのアクセスの確保 

② 公共交通不便地域の解消 

 

（3） ゆうゆうバス（区バス）路線の設定の考え方等 

【考え方】 

 

 

 

 

 

 

 

 【考え方に基づく検討内容】 

考え方に基づくルート 検討手法 現状 

①交通センター～立石路線の延伸検討 既存バス路線の活用 民間事業者により運行中 

②植木駅周辺～区役所方面の路線検討 
既存バス路線の活用及び 

コミュニティ路線の検討 
ゆうゆうバス（植木循環ルート）運行中 

③西里駅～北部総合支所～北部東地区 

の路線検討 
コミュニティ路線の検討 

ゆうゆうバス（北部循環ルート）は 

H27.3運行中止 

④区役所周辺～北部総合支所～北部東地区 

 の路線検討 

既存バス路線の活用及び 

コミュニティ路線の検討 

ゆうゆうバス（麻生田・弓削循環ルート）は 

H27.3運行中止 

⑤南原バス停での乗換検討 既存バス路線の活用 民間事業者により運行中 

 

（4） 運行ルート設定の考え方（一部抜粋） 

 ・区役所等だけでなく、地域の公共施設や商業施設、病院を経由する。 

 ・最寄の既存の駅やバス停等の乗継拠点に結節する。 

・想定される運行ルート上に、公共交通不便地域がある場合は、十分な配慮を行いながら、ルートの検

討を行う。 

 

（5） ゆうゆうバス（区バス）導入の際の周知 

内  容 時  期 場所・手段等 備  考 

政令指定都市市民説明会 

（区役所・出張所体制及び区バスについて） 
H23.7.16～H23.8.4 

・公設公民館 

・市役所 14階 
市全体で 793人参加 

区バスの愛称の市民募集 H23.11.21～H23.12.14 公 募 応募総数 650件 

区役所アクセスマップの配布 H24.4月号 市政だより 全戸配布 

ゆうゆうバス無料乗車 
①H24.4.2～H24.4.6 

②H24.4.9～H24.4.13 
全ルート 北区で 2,363人乗車 

 

（6） 運行継続基準の設定 

 ゆうゆうバスの運行継続基準を収支率 30％と設定。ただし、定着に期間が必要と考え、運行開始後 1

年で 10％、2年で 20％、3年で 30％と段階的な収支率と設定。 

 

 

※現時点で確認できるもののみ記載。 

資料 1 

） 

・既存バスの路線網、運行本数 

・地域の人口 

・施設の立地状況 

（区役所、駅、公共施設、病院、商業施設など） 

・第 2次熊本市都市マスタープランアンケート 

による調査結果 

既存路線の変更で 

対応可能 

既存路線の変更で 

対応できない 

既存バス路線の活用 

区バス路線 

（イメージ） 

の設定 コミュニティ路線の

設定 
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（7） 平成 24年度～平成 26年度までの運行実績 

 収 支 率  

 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度～  

ルート 年間 ルート 年間 ルート 年間 運行状況 

① 植木循環      22.9％ 植木循環      28.1％ 植木循環      24.3％ 運行継続 

② 北部 6.7％ 北部 7.6％ 北部循環※1 5.9％ 廃 止 

③ 楠・武蔵循環 5.7％ 楠・武蔵循環 8.2％ 麻生田・弓削循環※2 7.7％ 廃 止 

※1 ルート見直しにより循環ルートとなった。    

※2 ルート見直しの際、岩倉台ルートの一部変更及び光の森を経由して弓削地域を通るルートに設定。 

 

（8） 公共交通に関する協議会等について（Ｒ４．７．２２開催 熊本市公共交通協議会全体会の資料から抜粋） 

 

 

２ コミュニティ交通について 

（1） コミュニティ交通とは 

 熊本市公共交通基本条例に基づき、既存の公共交通の利用ができない、もしくは不便な公共交通空

白・不便・準不便地域に対して導入を行う、新たな公共交通の形態。 

（2） コミュニティ交通の対象地域 

 熊本市公共交通基本条例 第 2条（公共交通空白・不便地域等の定義） 

公共交通空白地域 最寄のバス停や鉄道駅から直線 1,000ｍ以上離れた地域。 

公共交通不便地域 
空白地域以外の地域で、最寄のバス停や鉄道駅から直線で 500ｍ以上

離れた地域。 

公共交通準不便地域 
空白・不便地域以外の地域で、地形その他特段の理由により不便地域に

準ずると市長が認めた地域。 

（3） コミュニティ交通導入の目的と協働体制 

公共交通空白地域 公共交通不便地域等 

通院や買物など、日常生活に必要な最低限度の移

動手段の確保を図ることを目的とする。 

導入にあたっては、行政が主体となって地域と協働し

ながら取組む。 

 日常生活に必要な最低限度の移動手段が確保されて

いる中で、さらなる移動利便性向上を地域自身で確保す

ることを目的とする。 

導入にあたっては、地域が主体となって、行政が支援

する協働体制により取組む。 
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